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道徳的な柱 (pillar) 。コーポレート・シチズンシップは，企業ないしは経営者に， í正しいこ
とをすること J を要求する。問題は「正しい」ことの内容であるが，例えば， Fombrun は，そ
のようなモラルの「基準」として， (ルールのベースとなりうるという意味で) í定言的ないし
は神聖であること J と， (類似の状況に直面しているすべての企業に同じルールを適用できると
いう意味で) íシンメトリカルであること: symmetricalJを挙げている。すなわち，コーポレ


































































企業(経営者)は， (1)最も一般的な (prevailing) なモラル原則に従って，意思決定しシステ
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う) I コミュニティ・アクション・プログラムj を展開し企業内に制度化させていくヨリ効果的
な途はないのか， という問題提起がでてくることになる。
例えば， C.Kadushin & L.Clair に拠れば，企業のコミュニティへの貢献活動が企業の組織論
理の一部分となる(制度化される)ためには 3 つの要件が満たされなければならない。




第 2 に，企業が， Iすべてのひとがそれをしている j，と感じなければならない，言葉を換え
て言えば，構造的に同じような企業がその活動に従事して深く称賛されているという事実を厳
粛に受け止めなければならないこと。
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なるものを念頭に置いて，そのコトパが使われているのか? ，と。 Richardson に拠れば，地域
共同体も国も地球規模の世界もコミュニティであり，コミュニティとはいわば「心休まる場所
(nesting boxes) j として観念されている。このことは，コミュニティが地理上に区分されない
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問がでてくる。というのは， Epstein は， I倫理」と「善良な市民J の分離という二分法に従っ
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ぃ」である，とは一一企業にはそれ以外に(ヨリ正確に言えば，そのような行動をおこなうま
えに，それ以前の問題として)為すべきことが多々あるのではないのか，という批判を考える
と 決して言えないのである。
(55) 例えば，奥村宏氏の一連の著作を参照のこと。
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